


































































































































































































































































































































12月 9 日設立）であり、その発行済株式総数は６0株である。平成19年 1 月
当時、被告の株式は、原告Ｘ、Ｂ及びＣの 3名が各20株を保有し、被告の
取締役は、Ｘ、Ｂ及びＣの 3名であり、Ｃが代表取締役であった。Ｃは、
平成19年 1 月 ６ 日、死亡し、Ｃが死亡したことにより、被告の取締役は、
原告及びＢの 2名となったが、原告及びＢの互選による代表取締役の選任








ば、Ｙ会社の取締役は、平成24年 2 月 ６ 日にＸが取締役を辞任したことに


























































































































































































































































































































　①の代表的な判例には、最判昭和33年 5 月20日（民集12巻 7 号1977頁）




















　判例 2（高松高判平成 8年 1月29日）は、会社の目的の達成が事実上不
可能で、かつ両者が対等持分で社員の正当な利益を保護するためには解散


















あるとして、会社法833条 1 項 1 号・ 2 号に該当するとして解散を認めた
ものである。
　判例 ６（大阪地判昭和35年 1 月22日）は古い事例であるが、会社法833
条 1 項の解釈について詳細な検討をしているので掲げたものである。対等
の株主間対立が激しく経営が停滞し、損失が出ている状況をもって、株式
会社が業務の執行において著しく困難な状況に至り、当該株式会社に回復
することができない損害が生じているとして解散が相当としたものであ
る。
9 　まとめとして＝デッドロック状況からの脱却
　株式会社においては、株主総会において過半数を前提とする以上、議決
権の可否同数の状況において、また、取締役会においては、頭数を前提と
する可否同数の状況でデッドロック状況がもたらされることになる。ま
た、業務執行状況においては、業務執行に当たる取締役間の対立として
デッドロック状況がもたらされることとなる。
（ 1 ）　デッドロックと多数決
　株主総会は、議決権のある株主による株式を単位とする多数決であり、
取締役会は頭数による多数決、また、合名会社・合資会社においては社員
の頭数による多数決である。
　団体の意思決定に多数決が用いられるのは、多数決が民主的決定システ
ムであるとされることからであり、団体の構成員は、それぞれが自由な立
場から、自らの意思で投票し、その意思の総体が団体の意思ということに
なる。
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　多数決原理を前提に会社法は、原則として過半数を強行規定として定め
られているほか、定款自治の下でそれぞれの会社の定款に株主総会の決議
にかかる規定が置かれている。構成員となる際には、当然もこの原則を了
解していることになる。従って、少数派に立つときは、会社が自らの意見
と異なることを選択すること了解しているはずである。了解できない場合
には団体からの離脱をはからざるおえない。
　多数決とは、過半数の意思とされる。本論文で問題となるのは、裁決結
果が50対50の場合、つまり可否同数という場合であり、会社法において
は、可否総数は否決とされる（大阪地判昭和28・ ６ ・19）。この場合、過
半数を要求する議案はすべて否決されることとなり、会社はいずれの提案
も取り得ない。行き詰まった状況であり、デッドロック状況である。対立
する提案はいずれも採択できず、対立する双方が対等の状況である以上、
再投票においても同様な結論となり、堂々巡りで、何らかの妥協のない場
合には、団体としての意思決定が行えず、運営は行き詰まる。そもそも、
法はこのような状況を予定しておらず、我が国で旧来しばしば取られてき
た「可否同数の場合、議長がこれを決す。」旨の解決方法は、議長が議決
権を行使していない場合を除き、会社法が過半数を要件とする強行規定で
ある以上取りえないとされる（上記、大阪地判参照）。
（ 2 ）　株式会社とデッドロック状況
　有限会社の場合（現行の特例有限会社の場合も同様である。）取締役に
は任期がないことから、取締役の再任手続きがなされないこともなう法定
手続きが問題とならないことも多く、この点では経営上のブランクは生じ
にくい。正当に選出され、業務執行に当たる取締役が存在するという状況
について、定款に特に任期の定めがないない限り、任期上の問題が生じな
いからである。従って、社員（株主）間対立があり、それが50：50であっ
ても、取締役としては適切な業務執行が可能であり、経営を続けることが
できる。
　一方、株式会社においては、当然に任期の定めがあることから、取締役
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の選任決議を定期的に行う必要があり、閉鎖会社においては、通常は 2年
ごとに、定款で定めれば最長10年の任期の定めのスパンで、株主総会にお
いては選任・再任を行わなければならず、株主間に50対50の状況の下で両
者間で紛争が生じた場合、この時点で取締役（監査役も同様である。）選
任にかかるデッドロック状況が生じることとなる。
　もっとも、のっぴきならない株主間対立があって重要な意思決定が行え
なくても、所有と経営の分離の下で業務執行機関である取締役（取締役
会）が適切に機能していれば会社自体の経営は成り立つことでもある。し
かし、小規模閉鎖においては、株主と経営者たる取締役は一体となってお
り、両者の権限や立場が分離しておらず、株主間の対立は当然に取締役間
の対立に結びつくのが一般であろう。
　本来、株式会社においては、出資者たる社員の個性は問題としないはず
で、社員間の紛争に人的な要素、あるいは非経済合理性の帰結としての要
素は前提としないはずである。しかし、小規模閉鎖会社においては、経済
合理性を無視した原因とする紛争が少なくない。
　このような状況下で、内部関係を考慮した紛争解決には、会社法に予定
されている紛争解決システムは、適切な解決をもたらさないもので、実態
としての小規模閉鎖会社に適合しない現実がある。
　とりわけ、デッドロックに陥っている状況おいては、もはや、会社の維
持は困難であり、人的な束縛、くびきをを解かなくてはならず、このため
の考え方としては、小規模閉鎖会社閉鎖会社の実態を組合的結合ととら
え、組合的な法理の下で解決をはかるべきであるとの主張がなされる（大
野正道「非公開会社法の法理－社団法理と準組合法理との交錯」システム
ファイブ　平成 7年）。
　会社が自治的な運営能力を喪失している状況において、なおも、企業維
持の原則の頸木はいたずらに、社員間のストレスを長期化するばかりで、
社内的にも対外的にもメリットはないといえるであろう。訴訟において
も、小規模閉鎖会社における紛争において、組合的実態を踏まえた主張は
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数多く見られ、パートナーシップを法理に基づく主張（東京地判昭和６3・
5 ・19　株主間の信頼関係がパートナーシップにあるとして、これが破壊
された状況は解散に値するとして解散を求めた事例）がある。
（ 3 ）　対等出資のジョイントベンチャーとデッドロック
　50対50の対等出資の事業形態として、いわゆるジョイントベンチャーが
ある。ジョイントベンチャーとは、必ずしも対等出資というわけではない
が、「 2 つ以上の親会社（パートナー）が共同して特定の事業目的のため
に設立されるもので、親会社が物的・人的資本を拠出の上設立された会社
（合弁会社）であり、その会社は、独立した法人格を有する事業組織とし
て運営されるが、親会社が自ら経営に関与する形の会社である。」と定義
される。（宍戸善一「動機付けの仕組みとしての企業－インセンティブシ
ステムのための法制度論」有斐閣　70頁　200６年、「ジョイントベンチャー
戦略大全」東洋経済新報社　 3頁　2013年）
　ジョイントベンチャーは、思惑の異なる 2つ以上の親会社が出資し、合
弁会社を設立しそれぞれ経営への関与を目指すだめに資本および役員を拠
出するだけに、支配権を巡る対立が生じやすいこととなる。この状況にお
いて、親会社間の対立からデッドロック状況が生じやすい。この種の会社
では、取締役会の構成は、持分割合に応じてポストを配分するのが一般
で、普通株のみ発行する場合においては株主間契約で、また種類株式を利
用する方式が用いられる場合もある。
　ジョイントベンチャー会社においても、業務執行レベルの取締役・取締
役会におけるデッドロック、出資親会社間の株主総会レベルのデッドロッ
クがあるが、小規模閉鎖会社におけるデッドロックとは異なり、デッド
ロック状況における対応も親会社間の冷静な経済的利益追求の下で対立
し、かつ対応するはずであり、人的な、あるいは、経済合理性を超えた対
立とはななりえないであろう。
　基本的には大規模事業体間の共同事業であるジョイントベンチャーにお
いては、とりわけ対等の出資割合を前提とするジョイントベンチャーにお
白山法学　第10号　2014
― 70 ―
いては、デッドロック状況はある程度事前に想定されうるものとして考慮
されるものであり、ジョイントベンチャー契約において事前にデッドロッ
ク状況を想定し、デッドロック条項を置いておくのが望ましいとされる
（松枝迪夫「国際取引法－法務と契約の実務第 2版」三省堂　20６頁　200６
年）。国際間の合弁契約では紛争は当然に想定されるだけに、一定のデッ
ドロック条項を置くのが一般的である。たとえば、デッドロック状況に
至った場合には、紛争処理方法をあらかじめ合弁契約に定めて置く方法と
して、株式売渡請求条項、買受強制条項、株式譲渡の同意条項が無効とな
る条項あるいは解散条項等を定めておく。このほか、クールダウン条項や
中立取締役（仮取締役として選任する方法もある。）あるいは仲裁条項を
定めておくことがある（前掲　宍戸ほか「ジョイントベンチャー戦略大
全」　387頁）。対等出資の小規模閉鎖会社閉鎖会社においてもこのような
紛争条項を事前に定款等に定めておくことは、デッドロック状況を防止す
る観点からも検討に値するであろう。もっとも、ジョイントベンチャー
は、その親会社の意向で決まるものと言って良く、デッドロック状況が生
じた場合に株主間つまり当事者である親会社間の協議がまとまらない場合
には、最終的な解決策は、小規模閉鎖会社におけるデッドロック状況と同
様、結局は解散の訴えを求めるほかはないこととになる（前掲宍戸ほか
「ジョイントベンチャー戦略大全」414頁）。
　なお、他の救済手段として、立法論としては、不公正な取扱いを受けた
側の株主に株式買取請求権を認めるべきであるとする提案や、さらに無条
件買取請求権制度を創設すべきであるとする提案（浜田道代「株主の無条
件株式買取請求権」商事982～984号　1983）があるが、実効性には疑問が
呈されている（江頭憲治郎　「株式会社法第 4版」有斐閣　2011年　917頁）。
　株式会社形態を取りながら、社団性を貫徹できない小規模閉鎖会社閉鎖
会社における紛争については、必ずしもゴーイングコンサーンを前提とし
た会社法的な解決策が適切な対応策とはいえない問題であり、内部関係の
人的側面に配慮した対応が必要であろう。
